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 研究要旨 経頭蓋カラードプラ法に用いる探触子頭部固定具はその固定の難しさ

から市販されておらず、有限会社アンリミット・ジャパンと共同で開発した。頭

部を固定するヘルメット型を採用し、いくつかの試作を経て、現在商品化を目指

している。今後は臨床応用に向けて、前向きに研究を行い、最終的には商品化を

目指していく方針である。 

 

 

Ａ．研究目的             

経頭蓋ドプラー法(TCD)の探触子頭部

固定具は市販されているが、経頭蓋カラ

ードプラ法(TCCS)の探触子固定具は市販

されていない。この探触子はより大型で

重く固定が難しい。今回、有限会社アン

リミット・ジャパンと共同でTCCSに用

いる探触子頭部固定具を開発した。 

 

Ｂ．研究方法 

 アンリミット・ジャパン側が開発した

頭部固定具を、実際に患者に使用し、有

用性について評価した。 
 対象は平成25年7月から平成27年3月ま

での当院に入院した患者を対象とした。

昨年去年に引き続いてTCCSで側頭骨窓

から脳血管の観察が可能な患者で、固定

具を使用し頭蓋内血流が安定して観察可

能か、脳梗塞の原因となる微小栓子シグ

ナル(microembolic signal: MES)の検出が可

能か、血管同定までの時間と頭部装着感

等をTCDの頭部固定具と比較し、それぞ

れについて検討した。 
  
 

 (倫理面への配慮) 
 本研究は、侵襲性が極めて低い検査で

あるが、事前に倫理委員会への承認を得

ており、被験者のインフォームド・コン

セントを受けた上で検査を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

 TCCS用探触子頭部固定具と、TCD用

探触子頭部固定具の血管を同定するまで

の時間を20例の患者で比較した。TCCS
用探触子では4分13秒±15分47秒(平均値

±SD)、TCD用探触子では10分12秒±11

分31秒(p=0.0009)であり、症例を増やし

ても、TCCS用探触子頭部固定具は有意

に血管同定までの時間が短かった。また

、TCD用探触子頭部固定具では体動で位

置がずれる事が多く、再固定にも時間が

かかったが、TCCS用探触子頭部固定具

は体動によるずれが少なく、再固定も容

易であった。頭部の装着感に関しては、

TCD用探触子頭部固定具では長時間の装

着で不快感を訴える患者が数例いたが、

TCCS用探触子頭部固定具では、不快感

の訴えは無かった。 
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 D．考察 

 前回の報告では、我々がアンリミッ

ト・ジャパンと共同で開発したTCCS用

探触子固定具が、TCD用探触子固定具と

比較し短時間での固定が可能であったこ

とを少数例で確認したが、今回更に症例

数を増やし、TCCS用探触子頭部固定具

が血管同定までの時間が有意に短いこと

が確認できた。また、TCCS用探触子固

定具の方が、血管の位置がずれた場合に

再固定が容易であり、頭部装着感も優れ

ており、TCCS用探触子が使用可能な超

音波装置の普及率を考慮すると、今後

TCDの代替の検査と考える。 

 また、経食道心エコーの代替の検査

として、TCCS用頭部固定具による右左

シャントの検査が検査者1人で可能なこ

とや、MRAや脳血管造影検査で血管閉塞

が診断された急性期脳卒中患者に対し、

閉塞血管の再開通の評価ができる可能性

もあり、TCCS用探触子頭部固定具の更

なる有用性が確立可能と考える。 

 

Ｅ．結論 

TCCS用探触子頭部固定具を開発し

た。今後は前向きに臨床応用を重ね、商

品化を進めていく予定である。 

 

Ｆ．健康危険情報 なし 

 

Ｇ．研究発表 なし 
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